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第2分 科会1組 織 ・運 営 …

■ 研究課題 璽

学校経営ビジョンの実現と活力ある組織づくりにおける校長の在り方

分 科 曾 の趣 旨

校長 には,学 習指導要領改定の趣 旨を踏 まえ

て 「生きる力」 を育むとともに,教 育改革の中

で示された新たな課題への対応 を含め,今 後の

我が国の教育の方向を見据え,学 校経営 を進め

る ことが求め られている。 そのためには,差 し

迫る課題に取 り組み,児 章により良い教育を提

供できるように教育活動の成果を検証 し,学 校

運営 を改善することによ り教育水準の向上を図

る ことが電要である。 また,学 校運営に対 し,

適切 に説明責任 を果 たす とともに,保 護者 ・地

域住民等か ら理解 と参画を得て,学 校 ・家庭 ・

地域の連携 ・協力による学校づ くりを進める こ

とが期待 され る。

また,学 校運営には,不 易 と流行を踏 まえ,

将来を見据えた明確な学校経営 ビジョンに基づ

く教育活動を推進す る組織が求め られている。

そのため には,校 長は,学 校の白立性 を高めつ

つ も,保 誕 者 ・地域の要望 に応え られるよう,

学校 教育 同標実現 を口指 し,リ ーダーシ ップ を

適切 に発揮する ことが重要である。 さ らに,校

長が学校経営 ビジョンを明確 に示 し,教 職 員が

課題 と実現に向けた 具体策を理解す ることによ

り,目 標達成に向けて組織 として機能すること

が人切である。 加えて.教 職 員の関わ りを意図

した組織や校務 の見直 しを図 り,活 力ある運営

組織 を構 築していくことが必要である。

学校が教育課題 に積極的かつ柔軟 に対応する

ため には,学 校組織を活性化 し,教 職員個 々の

意識の高揚を図 り,教 職員が もつ資質 ・能力を

引き出 し高める組織 の在 り方や体制づ くりが求

め られる。

本分科会では,校 長の示す学校経営ビジョン

の実現に向けて,組 織 として機能 し.か つ活性

化 し,活 力ある学校運営を図るための具体的方

策 を明 らかにす る。

リーヴーシ ツフの禎点

(11学 校経営 ビジ ョンの実現 に向けた運営組織

の構築

校長は,自 校の課題 を的確に把握 し,将 来

を見据えた明確な学校経営 ビジョンを示す こ

とが大切である。校長が学校づく りの ビジョ

ンを自分の 言葉で語 り,明 確に打ち出された

ビジョンの実現 に向けて教職員が共通認識を

もち,学 校教育 口標達成に向けて組織で取 り

組む。取組 の中で組織 や校務等 について絶 え

ず評価 ・改善 を行い,教 職 貝が一丸 となって

実践する ことで,質 の高い教育 を実現するこ

とが 口∫能になる。

このよ うな視点か ら,学 校経営 ビジ ョンの

実現 に向けた運営組織 を構築するために校長

の果たすべ き役割 と指導性を究明す る。

② 活力ある運営を実現するための組織の活性化

組織を活性化する ことによ り,活 力ある学

校運営が可能になる。そのためには,校 長が

課題解決への見通 しを明確 に示 し,具 体策を

全職 員が共有化することが必要である。また,

取組の過程にお いては,校 長が紐織における

個々の役割を明確にす ることによ り,協 働 し

て取 り組む意識を高める必要がある。さらに,

教職員が 自分自身の職能 を向F.さ せ,そ の力

を発揮する ことで,貢 献 できたとい う満足感

を得 られるようにする ことが 電要である。加

えて,経 験知の違 う者が集 う組織にお いて,

こうした取組 を円滑に進めるためには,役 割

間や役割内での十分なコ ミュニケー ションを

図る ことが大切である。

このよ うな視点か ら,教 育課題の解決に向

けて,組 織 を活性化 し,活 力ある学校運営 を

実現するための校長の果たすべ き役割 と指導

性を究明す る。
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研
究

発

学校における組織運営の充実 と人材育成を図る校長の在 り方

～効果的な学校組織マネジメントとライフステージに応じた研修～

+勝 地区 鹿追町立瓜幕小学校 小 澤 浩 幸

回 趣 旨
少子高齢化やグ ローバル化,高 度情報化な ど,変

化の激 しい社 会の中で,学 校 教育 に期待 され るとこ

ろはますます大き くなっている。 さらには学力向上

い じめ,服 務規律の保持 な ど,学 校教育 には様 々な

課題 が山積 して いる。

したがって,各 学校 には,生 きる力の育成 を目指

し,教 職員 の資質 ・能力を向 ヒさせ,保 護者,地 域

と連携 して,学 校 力を高めてい くことが求め られて

いる。子 どもた ちの基礎的 ・基本的な知識 ・技能の

定着は もとよ り,思 考力 ・判断力 ・表現 力の 育成な

ど,知 ・徳 ・体 のバ ランスの とれた育成 のた め,組

織の質 の向上 を図 らなければな らない。

そのため校長 は,リ ーダー シップ と先見性,マ ネ

ジメン ト能 力を発揮 して組織を構築す る とともに,

校内外の研修を有効に活用 して個々の教職員の資質 ・

能 力を高める ことによ り,活 力ある学校運営 を行 う

ことが重要で ある。

具体 的には,教 育 目標の達成に向けた学校経営 ビ

ジ ョンを内外 に示 し,そ の実現を図る校務分掌 の改

善 ・充 実 とと もに これ まで以 ヒに明確で的確 な 目

標設定(Goalsetting)の も と,計 画(Plan),実 践

(Action),評 価(Check)に よる進 行管理 を徹 底 し

なければ な らない。

加えて,校 内研修 を軸 に,佃 人研究やOJTな ど,

ライ フステー ジに応 じた研修 を有機的に関連 させ,

教 員の資質能 力の向 上を図 ることが必 要である。

本研究 では,以 上 のような理由か ら研究主題 を設

定 し,十 勝管 内の状況 をと らえ,実 践的な研究 を進

めよ うとす る もので ある。

回 研究の構

纐 冑圓観
/.

齪 動噛
モ　鑛謹 薩》目騒

(2)校 内委員会などの設置による組織の改善

経営 ビジョンの具現化のためには,組 織の

見直しや改善が重要である。管内各校への調査

によると,教 務部や指導部など,通 常の校務分

⑳
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掌 は もとよ り,「 校務検討委 員会」 「学校改善プ

ラ ン作成委員会」 「道徳推進 委員会」 「企画運営

委員会」な ど,自 校の実態 や課題 に応 じた校内

委員会な どを設 、1五し,組 織 の改善 に努めている

学校が 多い ことが分かる。

そ の他.町 村教育委員会 が主宰する 「学校力

向上委 員会」 「地 域連携会議」1小 中高一貫教育

推進会議」な どの組織 との連携 によ り,組 織 の

改善や課題解 決に取 り組ん でいる学校 も多い。

(3)GPACに よる組織 の活性化

組織 運営を質 の高いもの にするためには,こ

れ まで以上に目標 を明確 に した実践検証 を積み

重ね る ことが 大切である。

そ のため,本 年度.管 内では,従 来のPDC

Aサ イ クルか ら,数 値 目標 を明確 にしたGPAC

(目標設定 ・計画 ・実践 ・評価)に よる進 行管

理を取 り入れる学校が増えてきた。数値 目標 を

明 らか にす ることによ り,具 体的な方策 をもと

に,意 図的 ・計画的な進行管理 を進め ることが

できるな ど,そ の成果が着実 に現れて いる。

さ らに,各 教職 員に対 して 「直接示す,意 見

交換す る,担 当組織 内で協議 ・提案 させる」な

どの機会 を工夫する ともに,ミ ドル リーダーを

生か し,育 てる中で,前 年度踏襲型か らの課題

解決型の経営への転換 を図って いる学校が 多い

ことが分かる。

2ラ イフステージに合わせた人材 育成

111白 己 日標 シー トやOJTを 活川 した 人材育成

校長が 教職 員の人材育成を図るためには,年

齢や経験 に応 じた指導 の工夫が必 要である。指

導の中心 とな るのは,や は り,現 場 での学校職

員評価制度 の白己目標 シー トを活用 したOJTで

ある。調査か ら,若 年層 ・中堅 層ともに,授 業

参観や面談 を通 じての指導 が活 発に行われて い

ることが分か った。

若年層の人材育成

授業参観・教科指導重視
・小学校75%中 学校51%

1校 外研修重視

L° 小学校27%中 学校46%

① 若年層の人材育成

特に若 年層に対 しては,OJTに よる 「授業

力の向 ヒ」が 人材育成の大きな柱 となって い

る。 教材研究への助言や授業参観後 の指導,

先輩教師 の授業 を参観 させる中で,導 入 ・展

開 ・終末 の授業過程 を確立させ るなど.授 業

力を磨 いて いくことが必要である。 また,家

庭学習 につながる宿題 や発展課題 の提示な ど

に関わる授業改善を図る ことが重要である。

学級経営や生徒指導 について は,学 校教育

日標や.校 長の経営方 針,年 度 の重点な どを

生かすよ う指導 しなければな らな い。面談な

幽
どでは校長 自ら.日 常 の指導で は教頭やミ ド

ル リーダー を通 じて,口 標系列 を意識 し,ベ

ク トルをそろえた指導 が進め られ るよ う配慮

す る必要がある。

調査では,小 学校 に比 べ中学校で.若 年層

に 「研究 会 ・研修会へ の積極的な参加」を期

待する校 長が多か った。教科担 当が学校 に一

人しかいない といった 小規模校の多い十勝で

は,教 科 について研修 を深める機会が限 られ

て いる。 したが って,初f£ 者研 修,10年 研

修 といった悉皆研修のみな らず,十 勝 な らで

はの活発な教科サー クルが開催する研修会や,

十 勝教育研修セ ンターの研修 講座など.多 く

の研修機会 の保障が必要である。

さらに,挨 拶や 言葉遣い,服 装,接 遇といっ

た社会人教育を行 っている という声もあった。

「学校の常識 は社会の非常識 」と 言われる こ

とがある。初任の うちか ら.中 堅 ・ペテ ラン

と同じ役割 を務める以 ヒ,若 い うちにしっか

りとした社会性を身に付けた い。意図的に校

外業務 を担 当させた り,保 護 者との接点を多

くもたせた りとい う試み を して いるという回

答 もあ った。

② 中堅層の人材育成

中堅層の職 員に求め られる ものは,常 に安

定 した教科経営 ・学級経営 とともにミ ドルリー

ダー としての指導 力,教 頭 を支える調整力で

ある。そ のた め,校 長は,そ うした中堅層の

仕事 の成 果を的確 にみ とり,ミ ドル リーダー

としての自覚 を高めるよ う指導 ・助 言をしな

くてはな らな い。その際,主 任な どの責任あ

る役職 を5え,学 校課題解 決や教育 目標 に迫

る取組 を提案 させるな ど,資 質 ・能 力の向上

に努め る必要がある。

また,国 や道 が進める教 育の動向 を学ばせ

た り,研 修講座な どの講師 を務め させた りし

て,広 く若年層の支えと もな る経験 を積 ませ

ることが,将 来の管理職へ の意識高揚 につな

がる。

調査 による と,各 校長が,教 員との面談 の

機会を人切にす るとともに.職 員向けの校長

通信を発行 して,教 員の仕事を認め,励 まし,

意識 を高める工夫に努めていることが分かる。

③ 教頭 の人材育成

教頭 は,校 長 の意 を体 し,組 織 を動 か し,

校長の描 く学校経営 ビジ ョンを実現 しようと

いう意欲 に燃えて いる。次代 の校長 を育て る

という観点か ら,有 能な教頭 を育てることは,

たいへん重要である。

調査 か らは,「 報告 ・連絡 ・相談」 の徹底

や,各 種業筋の進 行管理.面 談や打合せ時の

指導な どを通 じて育成 を図って いるという回

答が多か った。校 長 と学校課題 と戦略 を共有

しなが ら各業務を推進 させる ことによ り,管

理職 としての資質能 力の向上 を図 って いる学
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校 が多 い ことが窺える。

② 校内研修

校 内研修 を通 じた 人材育成は,日 の前 に子 ど

もがお り,学 校経営 ビジョンに示 された 口標や

H指 す 生徒像が明確 にされている こと,日 々の

実践 の積 み重ね によ り成 果や課題 が明 らか にさ

れること,若 年層 ・中堅層 ・ベテラン ・教頭 と,

それぞれの立場や役割の中で研修 を重ね られ る

ことな どか ら,最 も効果的な手法 となる。

十勝小 ・中校長会 では,毎 年 「管内小 ・中学

校研究主題一 覧」並びに 「研 究会な ど予定一覧」

を発行 し,情 報交流 に努めて いる。研究主題 は

時 々の社会要請や教 育課題 を反映す るが,最 近

は,確 かな学力の定着,言 語活動 の充実,表 現

力の育成 といった主題 が多 くな って いる。

また,近 年では,幼 保 ・小 ・中 ・高の連携 に

関わ る研修や,道 教委が支援す る地域連携研修

な ども活発 に行われ,開 かれ た研修 によ り効果

を上げて いる学校 も多い。

全員そ ろっての研 修の時間を確保する ことが

難 しい ことか ら,ブ レインス トー ミング ・ウr

ビング ・KJ法 ・ロールプ レイングなどワー ク

シ ョップを積極的 に取 り入れ,短 時 間で 各自が

参 加できる方法 を工夫する必要がある。

(3>校 外研修

「今年度,任 意

参加の校外研修会 ・

研 修会に参加 した

(r定 の 含む)若

年層 ・中堅層職 員

の割合は どの くら

いですか」 とい う

調査の結 果を 見る

と,小 学校では若

年層, 中堅層 にかかわ らず,半 数以上の学校で

各層 の75～100%の 先 生が校外研修 に参加 して

お り,50%以 上で 見る と4分 の3の 学 校 とな

り・積極的な参加 小学校 中堅層

状況が伺 える。
一方 ,中 学校で

は若 年層,中 堅層

ともに,75～100

%の 先生が研修 に

参加 している学校

は3分 の1程 度 とD75～100%圏50～75%

な り,小 学校 比べ 圏25～50%□O～25%

参加率が低 い。特 に中学校の中堅層でその傾 向

が大き い。

管内 のOffJTの 中心 を担 うのは,十 勝教育研

修セ ンターを中心 に行われ る研修セ ンター講座

である。研修 セ ンター講座は,3年 ごとの年次

計画で講座内容が計両 され,1年 間 に全講座合

わせて,管 内全教職 員数 の3分 の1の 定員(平

成24年 度 は680名)で 開講 され る。講師 は,1'

勝教 育研究所や各教科サー クルの実践 者な どが

務 め,最 新の教育課題や授 業技術 に対応 した講

座内容が工夫 されている。セ ンター講座の受講

率は非常 に高 く,過 去5年 間を見て も98～101

%と な ってお り,受 講者は もちろん,講 師 を務

めるミ ドル リー ダー にとって も,欠 かせな い研

修の場 となって いる。

また,管 内の教育研究サー クル協議会が開催

する,年1回 のサー クル合同研究 大会や管 内全

ての市町村 にある教育研究所の業務,国 際理解

教育,放 送教育,新 聞教育,へ き地複式教育,

特別支援 教育,進 路指導研 究な どに関す る多 く

の教育研究 団体 がOffJTの 機 会を提供 し,教 員

資質や専門性 の向 ヒに大きな効果 を トげている。

画 研究の域果と課題冒 尉ド,己
(1)特 色ある学校づ くりのための具体的な戦略を考

えるた め,SWOT分 析 は有効 な手法 で あった。

今後 は,校 長のみではな く,教 頭や主任層のアイ

デ アを生かす中で,戦 烙的な学校経営 を推進する

ために役立ててい きたい。

② 校長 の経営 ビジ ョンを職 員はもちろん,保 護者

や地域 に伝 えるために,視 覚 的なグラン ドデザ イ

ンが有効で あった。作成の際には,経 営 の重点が

際立 つよう内容 を精査 し,学 校便 りや校長通信 を

用いて,浸 透 を図 るT夫 が必要である。

(3)若 年層,中 堅層 の人材 育成 を図 るた め には,

OJTとOffJTを 計画的 に導 入す る と同時に,よ り
一層個 人研究 との有機的な関連 を図 り,各 研修 に

よる相乗効 果が得 られ るように してい くことが必

要である。

(4)各 校長が創意工夫 して提示 して いる学校経営 ビ

ジ ョンや校 長通信 な どにつ いて交流する場 が少な

いことか ら,管 内校 長会研修部や広報部な どの活

動 を通 して,実 践交流 を深 め,各 々の経営 の質 を

高 めて いく必要がある。

働


